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平成 19 年 8 月 29 日 
各   位 

東 京 都 渋 谷 区 渋 谷 二 丁 目 1 7 番 5 号 
株 式 会 社 ガ イ ア ッ ク ス 
代 表 執 行 役 社 長  上 田  祐 司 
（コード番号：3775 名証セントレックス） 

（連絡先）執行役財務部長 小高 奈皇光  
TEL 03－5464－0376（直通） 

 
 

APE Inc.の異動に関するお知らせ 
 

当社は、本日、当社出資先の台湾法人である APE Inc.（猿人在線有限公司、以下「APE 社」）

と、APE 社の筆頭株主である台湾の大手通信会社 Asia Pacific Online Service Co., Inc.（亞太線

上服務股份有限公司、以下「APOL 社」）との間で、統合を行う統合契約覚書の締結を決議いた

しました。これにより、当社は APOL 社の株式（以下「当社保有予定 APOL 社株式」）を保有す

ることとなります。 
 
 

記 
 
１．APE 社の異動の理由 

当社グループは、平成19年1月22日に開示させて頂いておりますとおり、平成19年3月1
日を期して当社のオンラインゲーム事業部門を会社分割し、新設会社である株式会社UTD 
エンターテインメントに承継する分割計画書を承認決議後、同新設会社の発行済み全株式

を株式会社インデックス・ホールディングスへ譲渡しており、国内オンラインゲーム事業

から撤退をしております。 
このような中、台湾にてオンラインゲーム事業を展開するAPE社につきましても、創業

以来経験とノウハウを積み重ねてきたコミュニティソリューション事業との事業シナジー

が大きくは見込まれない中、今後の同地域におけるオンラインゲーム事業からの撤退を見

据え、APE社とAPOL社との統合契約覚書の締結を決議いたしました。 
 
２． APE 社の概要 

(１)商     号  APE Inc.（猿人在線有限公司） 
(２)代 表 者         董事長 劉雨青 
(３)本 店 所 在 地        台北市南港區三重路 19之 5號 10 樓 
(４)設 立 年 月 日         平成 17 年 8 月 19 日 
(５)主な事業の内容  インターネットサービス（オンラインゲーム）事業、
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ソフトウェアサービス事業 
(６)決  算  期  12 月 
(７)従 業 員 数  55 人（平成 18 年 12 月時点） 
(８)資 本 金  61,855,170 台湾ドル 
(９)発行済株式総数  6,185,517 株 
(１０)大株主構成および所有割合 APOL 社  44.63% 
    当社  41.37% 
    Anaheim Electronics Inc.（安納漢電子有限公司） 

14.00% 
(１１)最近事業年度における業績の動向 

 平成 18 年 12 月期 
売 上 高 16,388,000 台湾ドル（61 百万円） 
売 上 総 利 益 6,893,233 台湾ドル（26 百万円） 
営 業 利 益 ▲12,130,966 台湾ドル（45 百万円） 
経 常 利 益 ▲13,386,951 台湾ドル（50 百万円） 
当 期 利 益 ▲13,386,951 台湾ドル（50 百万円） 
総 資 産 79,420,047 台湾ドル（299 百万円） 
純 資 産 48,453,409 台湾ドル（182 百万円） 
１株当たり配当金 － 

※ 為替レートは平成18 年12 月末時点（1台湾ドル=3.77円）のものになります。 
 
３． 株式の取得先 

(１)商     号  Asia Pacific Online Service Co., Inc. 
（亞太線上服務股份有限公司） 

(２)代  表  者  董事長 賴春田 

(３)本 店 所 在 地         台北市信義區 110 松仁路 277 號 14 樓 

(４)主な事業の内容  インターネット接続事業全般 

(５)当社との関係         なし 

 
４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数 2,558,948 株（所有割合 41.37％）（議決権の数 2,558,948 株） 

(２)譲渡株式数 2,558,948 株（所有割合 41.37％）（議決権の数 2,558,948 株） 

(３)異動後の所有株式数 0株（所有割合0％）（議決権の数 0株） 

 

５．日程 

平成１９年８月２９日（本日） 統合契約覚書締結 
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平成１９年９月下旬（予定） 最終統合契約締結 

 

６． 今後の見通し（業績予想への影響）及びその他 

APE 社の異動に伴う業績予想への影響は未定でございます。また、APE 社と APOL 社

との統合比率については、APE 社及び APOL 社両社の純資産を基準として、今後実施する

財務等状況確認手続（デューディリジェンス）に基づき決定される予定です。 
また、当社は、APOL 社の親会社である Asia Pacific Broadband Telecom Co.,Ltd.（亞太固

網寬頻股份有限公司、以下「APBT 社」）との間で、当社保有予定 APOL 社株式を APBT 社に

譲渡する可能性につき、APBT 社と審議してまいる予定です。 
以  上 

 


